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(57)【要約】
　界面活性剤とゲル化剤とを含む温水からなる液体（４
２）に気体を導入することで形成された泡沫（４１）を
、増粘剤を含む水溶液からなる液体（４３）中に気泡と
して分散させることで粘性気泡液を製造する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体が内包されてなる泡沫が、増粘剤を含む水溶
液からなる粘性液中に気泡として分散されていることを特徴とする粘性気泡液。
【請求項２】
　上記気泡の消失速度が、１０％／日以下であることを特徴とする請求項１に記載の粘性
気泡液。
【請求項３】
　機能性食品であることを特徴とする請求項１または２に記載の粘性気泡液。
【請求項４】
　界面活性剤とゲル化剤とを含む温水に気体を導入することで形成された泡沫を、増粘剤
を含む水溶液からなる粘性液中に気泡として分散させることを特徴とする粘性気泡液の製
造方法。
【請求項５】
　上記泡沫の形成は、上記温水の温度を５０℃～７０℃の範囲内に維持した状態で上記温
水に上記気体を導入することにより行われることを特徴とする請求項４に記載の粘性気泡
液の製造方法。
【請求項６】
　請求項４に記載の粘性気泡液の製造方法に用いられる粘性気泡液の製造装置であって、
　界面活性剤とゲル化剤とを含む温水を入れる第１の容器と、
　増粘剤を含む水溶液からなる粘性液を入れる第２の容器と、
　上記第１の容器内の温水に気体を導入する気体導入器と、
　上記第１の容器と上記第２の容器とを連結し、上記第１の容器内の温水に気体を導入す
ることで上記温水の液面上に形成される泡沫を上記第２の容器に移動させる泡沫移動部と
、を備えていることを特徴とする粘性気泡液の製造装置。
【請求項７】
　上記第１の容器および第２の容器は密閉可能に設けられているとともに、
　上記第１の容器内の圧力を制御する圧力制御機構を備えていることを特徴とする請求項
６に記載の粘性気泡液の製造装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の粘性気泡液を加圧下で保管することを特徴とする粘性気泡液の保管方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、気泡を長時間に亘って保持できる粘性気泡液およびその製造方法、その製造
装置、その保管方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、超音波エコー検査技術等の種々の分野で、気泡の利用に関する研究が進められて
いる。
【０００３】
　例えば、非特許文献１には、気泡が超音波の良い反射源であり、超音波造影剤として適
していることが示されている。
【０００４】
　非特許文献１には、その理由として、以下の点が挙げられている。（１）超音波は音響
インピーダンスに差がある境界で反射する。（２）反射と透過の度合いは音響インピーダ
ンスの差で決定される。（３）生体組織や生体内に多く存在する水分とは音響インピーダ
ンスが異なる材料は気体である。（４）超音波反射量は、気泡の直径の６乗に比例する。
【０００５】
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　なお、上記（４）の記載から、生体内の内腔を検査するには、大きな気泡を含有する材
料が好適であることが判る。
【０００６】
　また、特許文献１には、消化器の超音波検査において、超音波エコー強度を高めるため
に、経口超音波造影剤に、超音波反射体として微小気泡を含有させることが開示されてい
る。
【０００７】
　上記経口超音波造影剤は、水やひまし油等の超音波透過性が高い液体と、消化器内の造
影剤の粘性を調節するための、アルギン酸塩等からなる組成物とを含んでいる。
【０００８】
　アルギン酸塩は、酸性環境下または多原子価イオン酸性環境下の消化器内で上記液体の
粘性を高めることができるという性質を有している。このため、上記液体に上記組成物を
追加することで、経口注入時には粘性が低く飲み易い一方で、消化器内では、消化器内に
滞留する程度の粘性に高めることができる経口超音波造影剤を得ることができる。
【０００９】
　特許文献１によれば、上記経口超音波造影剤を、適当な容器に収容し、手または所定の
器械等で撹拌・振とうするか、または、ホモジナイザ等の均質化ポンプを用いて微小気泡
を形成させることにより、上記経口超音波造影剤に微小気泡を含有させる。
【００１０】
　また、特許文献１には、微小気泡を形成させる際に、上記液体中に界面活性剤を含有さ
せることで、微小気泡の形成を促すとともに、微小気泡の周囲に被膜を形成して微小気泡
を保護することができることが開示されている。
【００１１】
　なお、超音波エコー検査技術は、医療用超音波診断における人体内の異常検知以外にも
、例えば非破壊検査における配管内の異常検知等、肉眼で見えない部分を非侵襲で可視化
する技術として、医学分野や工業分野等で広く利用されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】日本国公開特許公報「特開平１０－３０６０４２号公報（１９９８年１１
月１７日公開）」
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】土屋好司，「早期医療診断に向けた超音波造影微細気泡の開発」，第１
２回微細気泡の応用技術講演会予稿集，２０１３年６月２８日，ｐ１６～ｐ３１
【非特許文献２】平井聖児、香村誠，「高濃度マイクロバブル発生装置とその応用」，素
形材，２００８年３月，ｐ４４～４７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　しかしながら、造影剤等のように気泡を含む気泡液中に気泡が存在している時間は、特
許文献１に示されているように、通常１分間以下と非常に短い。
【００１５】
　なお、特許文献１は、実際には、経口注入後の消化器内で、経口超音波造影剤の粘性を
高めて、該経口超音波造影剤を消化器内に滞留させて超音波画像診断を実行するものであ
る。
【００１６】
　しかしながら、特許文献１に記載されているように、実験的に酸性環境下または多原子
価イオン酸性環境下として、気泡を含有する経口超音波造影剤の粘性を上げても、それほ
ど気泡の寿命を延長することはできない。特許文献１には、経口超音波造影剤に、気泡を
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含有する０．５％アルギン酸ナトリウム水溶液を用いた場合、微小気泡の寿命を約５分間
～約１０分間に延長することができたと記載されている。
【００１７】
　しかしながら、この程度の気泡の寿命の延長では、超音波造影剤に気泡を含有させたと
しても、超音波検査の準備を行っている段階で気泡が消失してしまう。
【００１８】
　また、製造した経口超音波造影剤を使用しない場合、保管する必要があるが、経口超音
波造影剤中の気泡を安定的に長時間含有させる方法が無い。このため、超音波検査時に、
その都度、経口超音波造影剤を製造する必要があるため、検査の作業が煩雑になる。
【００１９】
　本発明は、上記問題点に鑑みなされたものであり、その目的は、気泡を長時間に亘って
保持できる粘性気泡液およびその製造方法、その製造装置、その保管方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本願発明者らは、気泡を長時間に亘って保持できる粘性気泡液を提供すべく、鋭意検討
を行った。
【００２１】
　この結果、本願発明者らは、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水に気泡を混入させるこ
とで形成された泡沫を、増粘剤を含む水溶液中に分散させることにより、気泡の寿命を長
じさせることができることを見出した。
【００２２】
　また、本願発明者らは、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体が内包されてなる泡
沫が、増粘剤を含む水溶液中に分散されてなる粘性気泡液は、気泡の寿命が長く、気泡を
長時間に亘って保持することができることを見出して本発明を完成させるに至った。
【００２３】
　また、本願発明者らは、上記粘性気泡液を加圧下で保管することで、上記粘性気泡液を
、該粘性気泡液中の気泡を長時間安定的に含有させて保管することができることを見出し
た。
【００２４】
　すなわち、本発明の一態様にかかる粘性気泡液は、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜
に気体が内包されてなる泡沫が、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中に気泡として分散
されている。
【００２５】
　また、本発明の一態様にかかる粘性気泡液の製造方法は、界面活性剤とゲル化剤とを含
む温水に気体を導入することで形成された泡沫を、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中
に気泡として分散させる。
【００２６】
　また、本発明の一態様にかかる粘性気泡液の製造装置は、上記粘性気泡液の製造方法に
用いられる粘性気泡液の製造装置であって、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水を入れる
第１の容器と、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液を入れる第２の容器と、上記第１の容
器内の温水に気体を導入する気体導入器と、上記第１の容器と上記第２の容器とを連結し
、上記第１の容器内の温水に気体を導入することで上記温水の液面上に形成される泡沫を
上記第２の容器に移動させる泡沫移動部と、を備えている。
【００２７】
　また、本発明の一態様にかかる粘性気泡液の保管方法は、上記粘性気泡液を加圧下で保
管する。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の一態様によれば、気泡を長時間に亘って保持できる粘性気泡液およびその製造
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方法、その製造装置、その保管方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施形態１にかかる粘性気泡液製造装置の一例を模式的に示す断面図で
ある。
【図２】本発明の実施形態２にかかる粘性気泡液製造装置の一例を模式的に示す断面図で
ある。
【図３】（ａ）～（ｃ）は、本発明の実施の一形態にかかる粘性気泡液の製造方法を工程
順に示す断面図である。
【図４】本発明の実施例で得られた粘性気泡液中の気泡の物性の測定に用いた装置を示す
断面図である。
【図５】（ａ）は、本発明の実施例における製造直後の粘性気泡液の光学顕微鏡写真を示
す図であり、（ｂ）は、製造後、５℃で冷蔵保存したときの製造から３日間経過後の上記
粘性気泡液の光学顕微鏡写真において、気泡の縁に気泡直径を測定するための円を重ね合
わせて示す図である。
【図６】本発明の実施例における製造直後の粘性気泡液の体積分布を示すグラフである。
【図７】本発明の実施例における製造から３日間経過後の粘性気泡液の体積分布を示すグ
ラフである。
【図８】本発明の実施例における製造から７日間経過後の粘性気泡液の体積分布を示すグ
ラフである。
【図９】本発明の実施例における製造から３５日間経過後の粘性気泡液の体積分布を示す
グラフである。
【図１０】本発明の実施例における粘性気泡液のボイド率の推移を示すグラフである。
【図１１】本発明の実施例における製造から３日間経過後の粘性気泡液の気泡径分布を示
すグラフである。
【図１２】粘度が異なる各液体中における、直径１ｍｍの通常の気泡の上昇速度と移動時
間とを示すグラフである。
【図１３】本発明の実施例で得られた粘性気泡液を造影剤として用いた造影画像を示す図
である。
【図１４】本発明の実施形態３で加圧保管容器に内圧を加えた場合と加えない場合とにお
ける、粘性気泡液のボイド率の推移を示すグラフである。
【図１５】本発明の実施形態３で加圧保管容器の内圧を変化させた場合における、製造か
ら７日間経過後の粘性気泡液のボイド率の減少率を示すグラフである。
【図１６】本発明の実施形態４で界面活性剤とゲル化剤とを含む水溶液の温度を変化させ
ることにより得られた各粘性気泡液のボイド率を示すグラフである。
【図１７】本発明の実施形態５にかかる、気泡として水素ガスを含有する粘性気泡液にお
ける、粘性気泡液のボイド率の推移を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の実施の一形態（以下、単に「形態」と記す）について、詳細に説明する
。
【００３１】
　（粘性気泡液および粘性気泡液の製造方法）
　本形態にかかる粘性気泡液は、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体が内包されて
なる泡沫が、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中に気泡として分散された気泡液である
。
【００３２】
　また、本形態にかかる粘性気泡液の製造方法は、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水に
気体を導入することで形成された泡沫を、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中に気泡と
して分散させる方法である。
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【００３３】
　上記界面活性剤としては、特に限定されるものではなく、起泡作用を有する公知の各種
界面活性剤を用いることができる。例えば、上記粘性気泡液を医療用造影剤（経口造影剤
）に用いる場合、上記界面活性剤としては、例えば、レシチン（例えば、大豆、なたね等
から抽出される植物レシチン、卵黄から抽出される卵黄レシチン）、グリセリン脂肪酸エ
ステル、ショ糖脂肪酸エステル、ステアロイル乳酸カルシウム、ソルビタン脂肪酸エステ
ル、プロピレングリコール脂肪酸エステル等のように、乳化剤として、主に食品用添加物
に用いられる界面活性剤が用いられる。上記界面活性剤は、一種のみを使用してもよく、
二種以上を適宜混合して使用してもよい。
【００３４】
　上記ゲル化剤としては、水に溶解または分散して、常温において該ゲル化剤を含む水を
ゲル化させるものであれば、特に限定されない。上記ゲル化剤としては、公知のゲル化剤
を使用することができる。上記ゲル化剤としては、例えば、ゼラチン、カラギナン、ロー
カストビーンガム等が挙げられる。
【００３５】
　これらゲル化剤も、一種のみを使用してもよく、二種以上を適宜混合して使用してもよ
い。これらゲル化剤を二種以上混合してなるゲル化剤の例としては、例えば、「ゲルアッ
プＷＭ」（商品名、三栄源エフエフアイ株式会社製、組成：カラギナン２８重量％、ロー
カストビーンガム１７．４％、乳酸カルシウム（安定化剤）６．６％、食品素材４８％）
等が挙げられる。
【００３６】
　また、上記ゲル化剤としては、アルギン酸塩およびカルシウムを用いることができる。
アルギン酸塩とカルシウムイオンとがイオン架橋するとゲル化する。そこで、アルギン酸
塩と、塩化カルシルムや炭酸カルシウム等のカルシウム化合物とを併用することで、ゲル
化剤として用いることができる。また、上記ゲル化剤に用いられるカルシウムとしては、
カルシウムを含んだ食材であってもよい。
【００３７】
　上記アルギン酸塩としては、例えばアルギン酸ナトリウム等を用いることができる。ま
た、上記アルギン酸塩としては、例えば、株式会社キミカ製の「キミカアルギン」（商品
名）を用いることができる。
【００３８】
　上記増粘剤としては、水に溶解して、常温で粘稠性を生じさせるものであれば、特に限
定されない。
【００３９】
　但し、上記粘性気泡液を医療用の造影剤等、人体に使用する場合、飲用しても人体に安
全な増粘剤を使用する必要がある。一方、上記粘性気泡液を配管の非破壊検査における造
影剤等、工業用途に用いる場合には、配管等の使用対象物にダメージを与えないものであ
ればよい。
【００４０】
　上記増粘剤としては、公知の増粘剤を使用することができる。上記増粘剤としては、例
えば、ＣＭＣ（カルボキシメチルセルロース）、「とろみアップパーフェクト」（商品名
、日清オイリオ製）等の増粘多糖類等が挙げられる。
【００４１】
　上記気体は、特に限定されるものではなく、用途等に応じて適宜選択することができる
。例えば、上記粘性気泡液を医療用造影剤として用いる場合には、上記気体としては、人
体に無害な気体を使用する。このような気体としては、例えば、大気、酸素、窒素、水素
、二酸化炭素等が挙げられる。
【００４２】
　本形態によれば、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水に気体を導入して、上記温水に気
泡を混入させることで、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体が内包されてなる泡沫
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が形成される。
【００４３】
　本願発明者らが鋭意検討した結果、本形態で目的とする気泡寿命が長い粘性気泡液の製
造には、上記泡沫の形成に、界面活性剤とゲル化剤との両方を必要とする。
【００４４】
　このことから、上記粘性気泡液中の気泡を構成する上記泡沫は、通常のシャボン玉のよ
うに、気体を内包し、内側（気体側）に疎水基、外側に親水基を向けて配列したミセルを
形成して界面活性剤が二重に配列した構造を有し、ゲル化剤が、この二重に配列した界面
活性剤の繋ぎの役割を果たしていると考えられる。
【００４５】
　本形態において、上記温水中の界面活性剤の濃度は、使用する界面活性剤の種類に応じ
て所望の泡沫が得られるように適宜設定すればよく、特に限定されるものではないが、一
例として、例えば、０．１～数重量％の範囲内である。
【００４６】
　また、上記温水中のゲル化剤の濃度は、使用するゲル化剤の種類に応じて所望の泡沫が
得られるように適宜設定すればよく、特に限定されるものではないが、一例として、例え
ば、０．２～２重量％の範囲内である。
【００４７】
　上記界面活性剤およびゲル化剤としては、何れも、例えば、食品補助剤として市販され
ている界面活性剤（乳化剤）およびゲル化剤を使用することができ、例えば、その説明書
の記載に沿った分量の範囲内で使用することができる。
【００４８】
　また、上記界面活性剤とゲル化剤との配合割合は、使用する界面活性剤およびゲル化剤
の種類に応じて所望の泡沫が得られるように適宜設定すればよく、例えば、上述した例示
の範囲内で適宜変更することが可能である。
【００４９】
　したがって、上記界面活性剤とゲル化剤との配合割合は、特に限定されるものではない
が、例えば上記界面活性剤とゲル化剤とを１：１で使用することで、後述する実施例に示
すように、長寿命の気泡を得ることができる泡沫を形成することができる。
【００５０】
　また、上記温水は、上記界面活性剤およびゲル化剤を均一に分散または溶解させること
ができればよい。
【００５１】
　上記温水には、水道水、飲用水等を使用することができ、必ずしも純水やイオン交換水
を使用する必要はない。言い換えれば、上記温水は、その主成分が水であればよい。
【００５２】
　また、上記温水の温度は、上記界面活性剤およびゲル化剤を均一に分散または溶解させ
ることができれば、特に限定されるものではない。
【００５３】
　さらに、上記温水に界面活性剤およびゲル化剤を投入してから気体を導入するまでの時
間も特に限定されるものではなく、上記温水に上記界面活性剤およびゲル化剤を均一に分
散または溶解させることができればよい。
【００５４】
　但し、殺菌の意味合いと、界面活性剤およびゲル化剤が水に溶解または分散し難い性質
を有していることから、上記温水の温度は、例えば、８５℃程度（特に殺菌の観点から８
５℃）に設定することが望ましく、上記温水に界面活性剤およびゲル化剤の投入後、例え
ば８５℃程度で数分間程度撹拌することが望ましい。
【００５５】
　上記気体は、温水に界面活性剤およびゲル化剤を均一に溶解または分散させた状態で、
該界面活性剤およびゲル化剤を含む温水に導入される。
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【００５６】
　上記温水への気体の導入には、気体導入器として、多孔質気泡発生器や旋回流式気泡発
生器等の気泡発生器を用いることができる。
【００５７】
　具体的には、温水に界面活性剤およびゲル化剤を均一に溶解または分散させてなる液体
中で気泡発生器により気泡を発生させることで、上記泡沫が形成される。
【００５８】
　このように界面活性剤とゲル化剤とが均一に分散した液体中に気体を導入して気泡を発
生させると、界面活性剤とゲル化剤とで形成される被膜の内側に気体を含んだ状態の泡沫
が形成される。そして、形成された泡沫は、上記液体の液面上に集積する。
【００５９】
　本形態にかかる粘性気泡液は、この泡沫を、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中に、
気泡として分散させることによって得ることができる。
【００６０】
　本形態によれば、上記泡沫を上記粘性液中に分散させることで、上記泡沫からなる気泡
を、例えば観察したい空間に一定時間滞留させることが可能となる。
【００６１】
　水溶液中のサブミリ級の気泡の寿命は、一般的に水溶液の粘度に依存する。高い粘度の
水溶液中では気泡寿命が長くなるが、粘度を高くし過ぎると、粘性気泡液を導入すべき導
入対象物内への導入が困難になる。
【００６２】
　例えば上記粘性気泡液を造影剤として人体で嚥下機能を確認するために用いる場合、該
粘性気泡液が、滞留および飲み下しできる粘度であるか否かが重要になる。粘性気泡液の
粘度を高くし過ぎると、人体での該粘性気泡液の滞留時間は長くできるが、窒息しそうに
なるおそれがある。このため、上記粘性気泡液を医療用造影剤として用いる場合、医療用
造影剤に適した粘度に調整する必要がある。
【００６３】
　例えば、粘性気泡液を、医療用造影剤として口腔内の検査に使用する場合、通常、数十
～数百ｍＰａ・ｓ程度の粘度に留めなければならない。
【００６４】
　また、上記粘性気泡液を、例えば配管の非破壊検査用の造影剤として用いる場合、配管
の内径や配管の構成状態（例えば配管が、ポンプ等に繋がっているか否か、閉塞状態にあ
るか否か、曲げの数や角度等）によって、適度な速度で流すための条件が異なる。
【００６５】
　したがって、上記粘性気泡液を例えば造影剤として用いる場合を取り上げたとしても、
観察する系によってそれぞれ最適化が必要になる。
【００６６】
　このため、上記水溶液の粘度は、特に限定されるものではないが、例えば常温で１×１
０２～１×１０６ｍＰａ・ｓの範囲内（例えば、ソース類、ヨーグルト、マヨネーズ等と
同等の粘度）となるように設定される。
【００６７】
　なお、上記水溶液における増粘剤の濃度は、上記水溶液の粘度が所望の粘度となるよう
に適宜設定され、特に限定されない。
【００６８】
　また、上記水溶液に上記泡沫を混合させるための時間や温度等の混合条件も特に限定さ
れるものではなく、上記泡沫が上記水溶液に均一に分散することができるように、適宜設
定すればよい。
【００６９】
　なお、上記泡沫は、上記水溶液に常温常圧で混合してもよく、上記泡沫を上記水溶液に
均一に分散させるために、必要であれば、上記水溶液を加温して撹拌・混合し易い粘度に
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調整して混合しても構わない。
【００７０】
　また、上記水溶液は、必要に応じて、例えば、食品補助剤等として用いられる公知の添
加剤等を含んでいても構わない。
【００７１】
　（粘性気泡液の製造装置）
　〔実施形態１〕
　次に、本実施形態にかかる粘性気泡液の製造装置の一例として、多孔質式微細気泡発生
器を用いた粘性気泡液の製造装置について、図１を参照して以下に説明する。
【００７２】
　図１は、本実施形態にかかる粘性気泡液製造装置１の一例を模式的に示す断面図である
。
【００７３】
　図１に示す粘性気泡液製造装置１は、泡沫形成部１０と、泡沫移動部２０と、泡沫混合
部３０とを備えている。
【００７４】
　図１に示す粘性気泡液製造装置１における泡沫形成部１０は、加熱・撹拌装置１１（第
１の容器）と、コンプレッサー１２と、多孔質式微細気泡発生器１３（気体導入器）と、
撹拌子１４と、圧力計１５と、リリーフバルブ１６とを備えている。
【００７５】
　加熱・撹拌装置１１は、加熱機能および電磁スターラー等の撹拌機能を備えた密閉可能
容器で構成されている。加熱・撹拌装置１１は、電磁スターラー等により加熱・撹拌装置
１１内に配される撹拌子１４を回転させることによって、加熱・撹拌装置１１内に供給さ
れる材料の撹拌を行う。
【００７６】
　加熱・撹拌装置１１は、加熱・撹拌装置本体である容器部１１ａと、容器部１１ａを密
閉可能に設けられた蓋部１１ｂとを備えている。
【００７７】
　加熱・撹拌装置１１の内部には、微細気泡発生器として、加熱・撹拌装置１１の外部に
配されたコンプレッサー１２に接続された多孔質式微細気泡発生器１３が配されている。
多孔質式微細気泡発生器１３は、内部に、図示しない多孔質材を備え、該多孔質材を通し
て容器部１１ａ内の液体内に気体を導入することで、容器部１１ａ内の液体内に、微細気
泡を発生させて混入させる。
【００７８】
　このため、多孔質式微細気泡発生器１３は、容器部１１ａ内に供給される液体の液面よ
りも下方に位置するように設けられている。
【００７９】
　なお、多孔質材の材質や孔径は、所望の大きさの気泡を発生させることができるように
適宜選択すればよく、特に限定されるものではない。
【００８０】
　さらに、加熱・撹拌装置１１の蓋部１１ｂには、加熱・撹拌装置１１内の圧力を測定す
る圧力計１５と、加熱・撹拌装置１１内の圧力が設定圧力（閾値）以上の圧力になったと
きに余剰の気体を排出するリリーフバルブ１６とが取り付けられている。
【００８１】
　加熱・撹拌装置１１内部の圧力は、コンプレッサー１２、圧力計１５、およびリリーフ
バルブ１６からなる圧力制御機構によって制御されている。
【００８２】
　また、泡沫混合部３０は、加熱装置３１（第２の容器）と、撹拌機３２とを備えている
。
【００８３】
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　加熱装置３１は、加熱機能を備えた密閉可能容器で構成されている。加熱装置３１は、
加熱装置本体である容器部３１ａと、容器部３１ａを密閉可能に設けられた蓋部３１ｂと
を備えている。
【００８４】
　なお、図１に示す例では、加熱装置３１は、蓋部３１ｂに取り付けられた撹拌機３２に
よって、加熱装置３１内の液体４３を攪拌する場合を例に挙げて示している。
【００８５】
　但し、本実施形態にかかる粘性気泡液製造装置１は、これに限定されるものではなく、
泡沫形成部１０と同様に、加熱装置３１に代えて、加熱機能および撹拌機能を備えた加熱
・撹拌装置を使用してもよい。この場合、泡沫形成部１０と同様に、撹拌子を用いること
で、加熱・撹拌装置内の液体４３を攪拌することができる。
【００８６】
　泡沫移動部２０は、泡沫形成部１０と泡沫混合部３０とを連結する連結管２１と、連結
管２１を覆う保温材２２とを備えている。
【００８７】
　泡沫形成部１０で形成された、導入気体を内側に含んだ泡沫４１は、加熱・撹拌装置１
１内の液体４２の液面上に集積する。泡沫移動部２０は、この液体４２の液面上の泡沫４
１を、保温材２２等で冷却を防いだ連結管２１を通じて泡沫形成部１０から泡沫混合部３
０に移動させる。
【００８８】
　このため、泡沫形成部１０における連結管２１の開口部２１ａは、加熱・撹拌装置１１
内の液体４２の液面よりも高い位置に設けられている。
【００８９】
　また、連結管２１は、泡沫４１を泡沫形成部１０から泡沫混合部３０にスムーズに移動
させるために、泡沫形成部１０から泡沫混合部３０に向かって下降するように傾斜して設
けられている。
【００９０】
　このため、泡沫混合部３０における連結管２１の開口部２１ｂは、加熱装置３１内の液
体４３の液面よりも高く、かつ、泡沫形成部１０における連結管２１の開口部２１ａより
も低い位置に形成されている。
【００９１】
　（粘性気泡液製造装置を用いた粘性気泡液の製造方法）
　次に、図１に示す粘性気泡液製造装置１を用いて粘性気泡液（粘性気泡水）を製造する
方法の一例について説明する。
【００９２】
　まず、泡沫形成部１０における加熱・撹拌装置１１に水を仕込み、８５℃に昇温した後
、得られた温水に、界面活性剤とゲル化剤とを投入する。次いで、撹拌子１４により、界
面活性剤とゲル化剤とが上記温水に均一に分散もしくは溶解するまで撹拌する。
【００９３】
　一方、泡沫混合部３０における加熱装置３１に水を仕込み、増粘多糖類を添加して、撹
拌して溶解させる。このとき、必要であれば、増粘多糖類を水に溶解させるために、加熱
装置３１内の水を加熱してもよい。上記粘性気泡液を例えば経口造影剤に使用する場合、
加熱装置３１中の液体４３（粘性水溶液）の粘度は、最終的に、常温で、数十～数百ｍＰ
ａ・ｓとなるように調整することが望ましい。
【００９４】
　次いで、気体をコンプレッサー１２から多孔質式微細気泡発生器１３に通す。これによ
り、上述したように界面活性剤とゲル化剤とを温水に分散または溶解させて得られた加熱
・撹拌装置１１内の液体４２中に、多孔質式微細気泡発生器１３から気体を導入して微細
気泡を発生させる。
【００９５】
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　なお、多孔質式微細気泡発生器１３における多孔質材の材質等によってこのときの最適
な圧力は変化するが、樹脂の多孔質材を用いる場合、０．２ＭＰａ程度の圧力が必要とな
る。
【００９６】
　なお、一例として、多孔質式微細気泡発生器１３に、「Ｆｏａｍｅｓｔ（フォーメスト
）」（登録商標、株式会社ナック製のマイクロナノバブル発生装置）を用いた場合、多孔
質材には、モノラトンフィルムと称される高分子フィルムが使用される。上記モノラトン
フィルムは、厚さ５０～２００μｍのフィルムに、幅４～１０μｍの多孔質部が、２０～
３０μｍの間隔で加工されており、上記多孔質部に、直径５～２０ｎｍの孔（ボイド）が
設けられている。上記モノラトンフィルムに０．０３～０．３ＭＰａの圧縮気体を加える
と、気体が、多孔質部のボイドを通過してマイクロナノバブルが発生する。
【００９７】
　但し、上記多孔質式微細気泡発生器１３としては、これに限定されるものではない。例
えば、上記多孔質材に、シラス多孔質ガラスを利用した多孔質式微細気泡発生器１３を用
いることもできる。シラス多孔質ガラスを用いた多孔質材としては、例えば、ＳＰＧテク
ノ株式会社製のシラス多孔質ガラス膜（ＳＰＧ膜、孔径バリエーション０．０５～５０μ
ｍ）等が挙げられる。
【００９８】
　このように界面活性剤とゲル化剤とが液体４２中に均一に分散または溶解した状態で気
泡を発生させると、界面活性剤とゲル化剤とで形成される被膜の内側に気体を含んだ状態
の泡沫４１が形成され、図１に示すように液体４２の液面上に集積する。
【００９９】
　この泡沫４１を、保温材等で冷却を防いだ泡沫移動部２０を経由して、泡沫混合部３０
における加熱装置３１に移す。
【０１００】
　これにより、予め増粘多糖類にて粘度を調整した、加熱装置３１内の液体４３中に、上
記泡沫４１を分散させる。これにより、気泡濃度が高く、気泡消滅速度の遅い粘性気泡液
を生成することができる。
【０１０１】
　〔実施形態２〕
　次に、本実施形態にかかる粘性気泡液の製造装置の一例として、旋回流式微細気泡発生
器（剪断流式微細気泡発生器）を用いた粘性気泡液の製造装置について、図２を参照して
以下に説明する。なお、以下では、説明の便宜上、図１における構成要素と同一の機能を
有する構成要素には同一の符号を付し、その説明を省略する。
【０１０２】
　図２は、本実施形態にかかる粘性気泡液製造装置１の他の一例を模式的に示す断面図で
ある。
【０１０３】
　図２に示す粘性気泡液製造装置１は、図１に示す粘性気泡液製造装置１同様、泡沫形成
部１０と、泡沫移動部２０と、泡沫混合部３０とを備えている。
【０１０４】
　但し、図２に示す粘性気泡液製造装置１における泡沫形成部１０は、加熱装置５１（第
１の容器）と、水流ポンプ５２と、旋回流式微細気泡発生器５３（気体導入器）と、圧力
計１５と、リリーフバルブ１６とを備えている。
【０１０５】
　加熱装置５１は、加熱機能を備えた密閉可能容器で構成されている。加熱装置５１は、
加熱装置本体である容器部５１ａと、容器部５１ａを密閉可能に設けられた蓋部５１ｂと
を備えている。
【０１０６】
　加熱装置５１には、水流ポンプ５２と旋回流式微細気泡発生器５３とが取り付けられて
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いる。
【０１０７】
　加熱装置５１は、加熱装置５１内の液体４２を、水流ポンプ５２で循環させて撹拌する
。
【０１０８】
　旋回流式微細気泡発生器５３は、吸気口５３ａおよび吸液口５３ｂを備え、吸気口５３
ａから旋回流式微細気泡発生器５３内に自吸的に取り込んだ気体と、水流ポンプ５２で循
環させることにより吸液口５３ｂから取り込んだ液体４２とを混合して、気液混合液を生
成する。旋回流式微細気泡発生器５３は、円筒形の筒内に気液混合物がらせん状に導入さ
れることで気液に働く遠心力によって、気体を微細化している。微細化された気液混合液
は、排出口５３ｃから、加熱装置５１内の液体４２中に排出される。
【０１０９】
　加熱装置５１の蓋部５１ｂには、加熱装置５１内の圧力を測定する圧力計１５と、加熱
装置５１内の圧力が設定圧力（閾値）以上の圧力になったときに余剰の気体を排出するリ
リーフバルブ１６とが取り付けられている。
【０１１０】
　加熱装置５１内部の圧力は、水流ポンプ５２、圧力計１５、およびリリーフバルブ１６
からなる圧力制御機構によって制御されている。
【０１１１】
　なお、図２に示す粘性気泡液製造装置１における泡沫混合部３０の構成は、図１に示す
粘性気泡液製造装置１における泡沫移動部２０の構成と同じである。また、図２に示す粘
性気泡液製造装置１における泡沫移動部２０の構成は、図１に示す粘性気泡液製造装置１
における泡沫移動部２０の構成と同じである。
【０１１２】
　したがって、泡沫混合部３０および泡沫移動部２０については、図１の説明において、
加熱・撹拌装置１１を加熱装置５１と読み替えるものとし、ここではその説明を省略する
。
【０１１３】
　（粘性気泡液製造装置を用いた粘性気泡液の製造方法）
　次に、図２に示す粘性気泡液製造装置１を用いて粘性気泡液を製造する方法の一例につ
いて説明する。
【０１１４】
　まず、泡沫形成部１０における加熱装置５１に水を仕込み、８５℃に昇温した後、得ら
れた温水に、界面活性剤とゲル化剤とを投入する。次いで、加熱装置５１内の液体４２を
水流ポンプ５２により循環させて撹拌することにより、界面活性剤とゲル化剤とを上記温
水に均一に分散もしくは溶解させる。
【０１１５】
　次いで、旋回流式微細気泡発生器５３に自吸的に導入された気体と、循環させている液
体４２とにより気液混合液を生成し、これを旋回流式微細気泡発生器５３内にらせん状に
導入することで気体を微細化して排出口５３ｃから加熱装置５１内の液体４２中に排出す
る。
【０１１６】
　このように界面活性剤とゲル化剤とが液体４２中に均一に分散した状態で気泡を発生さ
せると、界面活性剤とゲル化剤とで形成される被膜の内側に気体を含んだ状態の泡沫４１
が形成され、図２に示すように液体４２の液面上に集積する。
【０１１７】
　なお、本例でも、その一方で、泡沫混合部３０における加熱装置３１に水を仕込み、増
粘多糖類を添加して、撹拌して溶解させる。このとき、必要であれば、増粘多糖類を水に
溶解させるために、加熱装置３１内の水を加熱してもよい。上記粘性気泡液を例えば経口
造影剤に使用する場合、加熱装置３１中の液体４３（粘性水溶液）の粘度は、最終的に、
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常温で、数十～数百ｍＰａ・ｓとなるように調整することが望ましい。
【０１１８】
　次いで、液体４２の液面上に集積した泡沫４１を、保温材等で冷却を防いだ泡沫移動部
２０を経由して、泡沫混合部３０における加熱装置３１に移す。
【０１１９】
　これにより、本例でも、予め増粘多糖類にて粘度を調整した、加熱装置３１内の液体４
３中に、上記泡沫４１を分散させる。これにより、気泡濃度が高く、気泡消滅速度の遅い
粘性気泡液を生成することができる。
【０１２０】
　（変形例）
　次に、アルギン酸塩を用いて粘性気泡液を製造する方法の一例について説明する。
【０１２１】
　ゲル化剤として、アルギン酸塩と、アルギン酸塩をゲル化させるためのカルシウムとし
て例えば塩化カルシウムあるいは炭酸カルシウムを用いる場合、液体４２は、以下のよう
にして調製する。
【０１２２】
　まず、泡沫形成部１０における加熱・撹拌装置１１または加熱装置５１に水を仕込み、
８５℃に昇温した後、得られた温水に、界面活性剤とアルギン酸塩とを投入して十分に撹
拌する。
【０１２３】
　その後、上記加熱・撹拌装置１１または加熱装置５１に、塩化カルシウムあるいは炭酸
カルシウムを添加し、再度十分撹拌した上で、多孔質式微細気泡発生器１３あるいは旋回
流式微細気泡発生器５３により微細気泡を発生させる。これにより、本例でも、界面活性
剤とゲル化剤とで形成される被膜の内側に気体を含んだ状態の泡沫４１が形成され、加熱
・撹拌装置１１または加熱装置５１内の液体４２の液面上に集積する。
【０１２４】
　その後、本例でも、上記泡沫４１を、予め増粘多糖類にて粘度を調整した、加熱装置３
１内の液体４３中に分散させる。これにより、気泡濃度が高く、気泡消滅速度の遅い粘性
気泡液を生成することができる。
【０１２５】
　〔実施例〕
　以下、実施例および比較例により、実施形態１、２にかかる粘性気泡液およびその製造
方法についてさらに詳細に説明する。しかしながら、本発明は、以下の実施例によって限
定されるものではない。
【０１２６】
　以下では、簡易的に小規模で粘性気泡液を製造（生成）し、得られた粘性気泡液の性能
について評価を行った結果を示す。
【０１２７】
　図３の（ａ）～（ｃ）は、粘性気泡液の製造方法を工程順に示す断面図である。
【０１２８】
　まず、図３の（ａ）に示すように、電磁加熱器６１上に、水として、５００ｃｃの水道
水を入れた電磁調理用鍋６２を配置し、温度計６３で温度を測定しながら、電磁調理用鍋
６２内の水を８５℃まで昇温した。
【０１２９】
　次いで、上記電磁調理用鍋６２内の水（温水）を撹拌器６４で撹拌しながら、上記電磁
調理用鍋６２内に、界面活性剤として、上記水に対し、０．５重量％のレシチンを、少し
ずつ投入した。
【０１３０】
　次いで、上記電磁調理用鍋６２内の混合液を撹拌器６４で撹拌しながら、上記電磁調理
用鍋６２内に、ゲル化剤として、上記水に対し、０．５重量％の「ゲルアップＷＭ」を少
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しずつ投入することにより、上記界面活性剤およびゲル化剤を含む液体（液体４２）とし
て、水溶液８１を得た。
【０１３１】
　次いで、図３の（ｂ）に示すように、得られた水溶液８１を、適当な大きさのビーカー
６５（例えば１Ｌビーカー）に移し、該ビーカー６５内に撹拌子６６を入れ、スターラー
６７で撹拌しながら自然冷却した。
【０１３２】
　その後、ビーカー６５内の水溶液８１の温度が６５℃を下回ったとき、コンプレッサー
６８に接続した気泡発生装置６９で気泡を発生させた。なお、気泡発生装置６９には、株
式会社ナック社製の多孔質方式のマイクロナノバブル発生装置である、コラム型の「Ｆｏ
ａｍｅｓｔ（フォーメスト）」（登録商標）を用いた。
【０１３３】
　この結果、ビーカー６５内の水溶液８１の液面上に、複数の泡沫４１が集積してなる泡
沫部が形成された。
【０１３４】
　次いで、ビーカー６５内の水溶液８１の液面上に集積した泡沫４１を、全て、図３の（
ｃ）に示すように別のビーカー７１に回収した。
【０１３５】
　一方、さらに別のビーカー７２に、液体４３（粘性液）として、増粘多糖類である「と
ろみアップパーフェクト」を、水（水道水）に１重量％の濃度で溶解させた「とろみアッ
プパーフェクト」水溶液からなる、とろみ液８２を調製した。なお、とろみ液８２の粘度
は０．８Ｐａ・ｓであった。
【０１３６】
　次いで、図３の（ｃ）に示すように、上記とろみ液８２に、ビーカー７１に回収した泡
沫４１を全量加えて混合した。これにより、とろみ液８２に、泡沫４１が気泡として分散
された、本実施例にかかる粘性気泡液を得た。
【０１３７】
　このようにして得られた、泡沫４１からなる、粘性気泡液中の気泡径・体積・気泡径分
布・ボイド率・消失率を測定した。
【０１３８】
　図４は、得られた粘性気泡液中の気泡の物性の測定に用いた装置を示す断面図である。
【０１３９】
　粘性気泡液中の気泡の物性を測定するには、まず、回転台９１に、サンプル９３として
粘性気泡液を入れたシャーレ９２を載せ、サンプル９３にレーザー光を照射する。そして
、サンプル９３中の気泡の投影像を、光学顕微鏡に取り付けられたカメラ９５で撮像して
画像解析を行うことで、粘性気泡液中の気泡の物性を測定する。
【０１４０】
　なお、サンプル９３の厚さが厚くなると光透過度が低くなるため、本実施例では、サン
プル９３の厚さを減らすために、レーザー９４とカメラ９５とを垂直方向に配置して測定
を行った。
【０１４１】
　以下に、上記各物性の測定方法について説明する。
【０１４２】
　（気泡径）
　カメラ９５で撮像した画像を、ペイントアプリケーションで表示させ、例えば図５の（
ｂ）に示すように各気泡の縁に円を重ね合わせた。そして、この重ね合わせた円の直径を
、気泡径として測定した。
【０１４３】
　（気泡の体積）
　カメラ９５で撮像した１枚の画像で、該画像の二次元のサイズ（縦横サイズ）と焦点距
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離とから撮像部分の体積を計算することで、上記画像中の全ての気泡の体積をそれぞれ算
出した。
【０１４４】
　（気泡径分布）
　カメラ９５で撮像した１枚の画像で、該画像の二次元のサイズ（縦横サイズ）と焦点距
離とから撮像部分の体積を計算するとともに、画像１枚中の気泡の数を、気泡径毎に全て
数え、それぞれ１ｍｌ当たりに換算した。これにより、粘性気泡液１ｍｌ当たりにおける
気泡径毎の気泡の数を求めた。
【０１４５】
　（気泡のボイド率）
　上記の方法で算出した、撮像部分における粘性気泡液全体の体積と、全ての気泡の体積
の和とから、上記粘性気泡液の単位体積において上記気泡の体積が占める割合（気泡の体
積含有率）を、気泡のボイド率として算出した。
【０１４６】
　（気泡の消失率）
　製造したサンプルを密閉して冷暗所で保管し、製造直後、製造から３日間、製造から７
日間、製造から３５日間の経過時間をおいて、ボイド率を測定した。この経過日数とボイ
ド率とをグラフに表し、以下の計算式で近似線を引き、１日当たりの消失率を求めた。
【０１４７】
　すなわち、粘性気泡液のボイド率をＢ、消失率をλとすると、次式（１）の関係が成立
する。
【０１４８】
　－ｄＢ／ｄｔ＝λＢ　　・・・（１）
　そこで、式（１）を解くと、次式（２）のようになる。なお、式（２）中、Ｂ０は、製
造直後の初期値を表す。
【０１４９】
　Ｂ＝Ｂ０×ｅｘｐ（－λｔ）　　・・・（２）
　ここで、実測値のプロットから近似直線で（２）式を求めると、Ｂ０＝０．３７５６、
λ＝０．０４９となる。なお、このとき、ｔは、日単位とした。
【０１５０】
　（測定結果）
　図５の（ａ）は、製造直後の上記粘性気泡液の光学顕微鏡写真を示す図であり、図５の
（ｂ）は、製造後、５℃で冷蔵保存したときの製造から３日間経過後の上記粘性気泡液の
光学顕微鏡写真において、気泡の縁に気泡直径を測定するための円を重ね合わせて示す図
である。
【０１５１】
　また、製造直後、製造から３日間経過後、製造から７日間経過後、製造から３５日間経
過後における上記粘性気泡液の気泡の体積分布を、順に、図６～図９に示す。また、この
ときのボイド率の推移を図１０に示すとともに、経過日数とボイド率の推移とを表１に示
す。なお、何れも、製造後の上記粘性気泡液の保管は、５℃の冷蔵保存とした。
【０１５２】
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【０１５３】
　また、図１１に、製造から３日間経過後の上記粘性気泡液の気泡径分布を示す。
【０１５４】
　本実施例によれば、図６～図９および図１１に示すように、直径２ｍｍ以下、例えば最
大直径１．６ｍｍの気泡を、安定して得ることができた。
【０１５５】
　また、本実施例によれば、図１０から判るように、１０％以上のボイド率が必要と仮定
した場合、２５日～３０日程度の寿命があるため、取り扱い容易な粘性気泡液を得ること
ができることが判る。
【０１５６】
　ここで、比較のために、通常の方法で得られた、直径１ｍｍの通常の気泡（つまり、水
等の液体中に空気を吹き込むことで発生させた直径１ｍｍの気泡）の上記液体中での上昇
速度と移動時間とを、図１２および表２に示す。
【０１５７】
　なお、気泡の上昇速度および移動時間は、次式（３）から計算して求めた。
【０１５８】
　（気泡の上昇速度）
　気泡上昇速度は、該気泡上昇速度をＶ∞、気泡半径をｒ、重力加速度をｇ、液体粘度を
μ、液体密度をρｆ、気泡内気体密度をρｂとすると、浮力、重力、ストークス抵抗のバ
ランスより、次式
　Ｖ∞＝（ρｆ－ρｂ）／６πμr×（４／３πｒ３）×ｇ　　・・・（３）
で与えられる（非特許文献２参照）。
【０１５９】
　（気泡の移動時間）
　上記上昇速度から、気泡が粘性液中を１０ｃｍ移動する時間を計算で求めた。
【０１６０】
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【表２】

【０１６１】
　図１２および表２に示すように、直径１ｍｍの通常の気泡は、本実施例で用いたとろみ
液８２のように０．８Ｐａ・ｓ程度の粘度の液体であれば、１分もかからずに該液体を抜
けてしまう。なお、図１２および表２に示すように、たとえ液体の粘度を１０Ｐａ・ｓま
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で大きくしたとしても、１０ｃｍ気泡が移動するのに要する時間は約３０分であり、せい
ぜい数十分ほどで気泡が抜けてしまうことが判る。
【０１６２】
　このように、特許文献１並びに図１２および表２に示す結果からすれば、従来の造影剤
は、瞬時と言っても過言ではない速さで気泡が消失する。
【０１６３】
　これに対し、本実施例で得られた粘性気泡液は、図１０および表１に示すように、製造
直後のボイド率が１０％以上であるのみならず、１日当たりの気泡の消失率が１０％以下
（図１０に示す例では４．９％／日）と、非常にゆっくりとした消失速度を有している。
なお、図１０に示す例では、１０％以上のボイド率を２５日～３０日間維持できていると
考えられるとともに、実際、製造から３５日経過後に残存している気泡のボイド率は７．
１％であり、５％以上ものボイド率を維持し続けていることが判る。
【０１６４】
　このため、上記粘性気泡液は、超音波検査に非常に好適であり、該粘性気泡液を造影剤
として用いることで、従来よりも取り扱い性に格段に優れた造影剤を提供することができ
る。また、上記粘性気泡液を造影剤として用いることで、従来では不可能であった、気泡
を含有する造影剤を予め大量に準備することが可能になるため、例えば集団健康診断等に
おいて、検査効率を大幅に改善することができる。また、上記粘性気泡液を造影剤として
用いることで、１回の超音波検査にかける時間を従来よりも長くとることもできる。さら
には、従来の造影剤では造影時まで気泡を維持することができなかった長さを有する検査
対象物の検査が可能になる等、検査対象物の拡大を図ることもできる。
【０１６５】
　なお、上記粘性気泡液のボイド率（つまり、上記粘性気泡液において上記気泡が占める
体積の割合）は、用途に応じて、使用時に必要なボイド率を確保することができるように
適宜設定すればよく、特に限定されるものではない。
【０１６６】
　図１３に、本実施例で得られた粘性気泡液を造影剤として用いた造影画像（超音波エコ
ー画像）を示す。
【０１６７】
　なお、図１３は、水の中にチューブを通し、該チューブ内に粘性気泡水を通して、外部
から超音波検査を行ったときの造影画像である。
【０１６８】
　図１３では、１ｍｍ以下の気泡を分散させた粘性気泡水を用いており、該気泡が区別し
て観察されることから、超音波解像力は、少なくとも１ｍｍ程度であることが判る。
【０１６９】
　以上のように、上記形態および実施例によれば、気泡を長時間に亘って保持できる粘性
気泡液およびその製造方法並びに粘性気泡液の製造装置を提供することができる。
【０１７０】
　上述したように、上記形態および実施例にかかる粘性気泡液は、超音波検査における造
影剤として好適に用いることができる。
【０１７１】
　例えば、医療分野では、嚥下機能を検査するための造影剤、口腔内の異常を検査するた
めの造影剤、消化器系の内腔部の異常を検査するための造影剤等として利用可能である。
【０１７２】
　また、工業分野では、各種配管内等の、外部から目視できない部分の非破壊検査等にお
ける造影剤として好適に利用することができる。
【０１７３】
　また、上記形態および実施例にかかる粘性気泡液は、気泡を多く含有することができる
ことから、含有する気泡内気体の種類および気泡を分散させる粘性液の種類を適宜選択・
変更することで、種々の機能性粘性液として用いることが可能である。このような機能性
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粘性液としては、例えば、水素粘性水、二酸化炭素粘性水等の、気泡を含有する機能性粘
性水が挙げられる。
【０１７４】
　また、上記形態および実施例にかかる粘性気泡液の製造方法および製造装置は、気泡を
含有させることで食品の食感を変化させることができることから、食材の食感を変化させ
るための方法並びに装置として用いることも可能である。
【０１７５】
　〔実施形態３〕
　本実施形態では、上記粘性気泡液の保管（保存）方法について、図３の（ａ）～（ｃ）
、図１４、図１５を参照して以下に説明する。なお、以下では、説明の便宜上、実施形態
１、２における構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の符号を付し、その説明
を省略する。
【０１７６】
　前記実施形態１、２に記載の方法で製造した粘性気泡液は、従来とは異なり、液中に気
泡を長時間、安定的に保存できる。しかしながら、上記粘性気泡液を常圧（大気圧）で保
存した場合、１０％／日以下の速度でボイド率が低下する。
【０１７７】
　そこで、本実施形態では、上記ボイド率の低下を改善するため、上記粘性気泡液を加圧
下で保管（すなわち加圧保管）する。このために、本実施形態では、上記粘性気泡液を保
管する保管容器を内部加圧する。
【０１７８】
　本実施形態によれば、このように上記保存容器内を加圧してその内圧を高めることで、
保管中の粘性気泡液のボイド率の低下を抑制し、気泡を長時間安定して含有させることが
できる。このため、本実施形態によれば、上記粘性気泡液の製造頻度を削減し、検査作業
の煩雑さを無くすことができる。
【０１７９】
　なお、上記保管容器の材質および形状は、特に特定されず、容器内部の加圧に耐えられ
る保管容器（以下、「加圧保管容器」と称する）であればよい。上記加圧保管容器には、
市販の容器を使用することができる。
【０１８０】
　上記加圧保管容器の内圧は、大気圧よりも高ければ、特に限定されない。本実施形態で
は、例えば、加圧保管容器を加圧しないときの、常圧（大気圧）での加圧装置のゲージ圧
を０ＭＰａとすると、加圧保管容器の内圧が、ゲージ圧で例えば０．１ＭＰａ以上（つま
り、大気圧＋０．１ＭＰａ以上）となるように加圧して粘性気泡液を保管した。
【０１８１】
　なお、粘性気泡液は、加圧保管容器の内圧が高いほどボイド率の減少率が低い。このた
め、加圧保管容器の内圧の上限値は、特に限定されるものではない。
【０１８２】
　しかしながら、加圧保管容器の内圧を高くするためには、その内圧に耐えられる容器が
必要なる。このため、本実施形態では、加圧保管容器の加圧耐性および入手の容易さ、並
びに、設備投資の低減の観点から、加圧保管容器の内圧を、例えば、ゲージ圧で０．５Ｍ
Ｐａ以下とした。加圧保管容器の内圧が０．５ＭＰａである場合、粘性気泡液を大気圧で
保管する場合と比較して、ボイド率の減少率を極めて小さく抑えることができる。
【０１８３】
　しかしながら、勿論、加圧耐性が高い加圧保管容器を使用した場合、加圧保管容器の内
圧をさらに高く設定することができることは、言うまでもない。
【０１８４】
　（粘性気泡液の加圧保管方法）
　以下に、上記粘性気泡液の加圧保管方法について、より具体的に説明する。
【０１８５】
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　まず、保管する粘性気泡液を製造した。粘性気泡液は、前記〔実施例〕に記載の図３の
（ａ）～（ｃ）に示す製造方法に準じて製造した。
【０１８６】
　具体的には、まず、図３の（ａ）に示す工程で、電磁調理用鍋６２内の水を、電磁加熱
器６１で、約８５℃に昇温した。その後、上記電磁調理用鍋６２内の水（温水）を撹拌器
６４で撹拌しながら、界面活性剤としてのレシチン、および、ゲル化剤としての「ゲルア
ップＷＭ」を、それぞれ水に対し０．３重量％の割合で添加し、１０分間攪拌した。これ
により、上記レシチンおよび「ゲルアップＷＭ」を溶解させた水溶液８１を調製した。
【０１８７】
　次に、図３の（ｂ）に示すように、上記水溶液８１をビーカー６５に移し、温度を６５
℃で一定に保ちながら、加圧装置に接続した気泡発生装置６９で気泡を発生させることに
より、泡沫４１を形成した。気泡発生装置６９には、「Ｆｏａｍｅｓｔ（フォーメスト）
」（登録商標）を使用した。加圧装置にはコンプレッサー６８を使用し、圧力は、０．２
ＭＰａとした。ビーカー６５内の水溶液８１の液面上に集積した泡沫４１は、全て、図３
の（ｃ）に示す別のビーカー７１に回収した。
【０１８８】
　次に、別のビーカー７２に入れた水を、電磁加熱器６１で約８５℃に保ち、増粘剤とし
て「とろみアップパーフェクト」を、水に対し１重量％の割合で添加して１０分間攪拌す
ることにより溶解させ、図３の（ｃ）に示すとろみ液８２を製造した。
【０１８９】
　次に、図３の（ｃ）に示すように、上記とろみ液８２に上記泡沫４１を混合し、攪拌し
て上記泡沫４１を上記とろみ液８２に分散させることで、粘性気泡液を製造した。
【０１９０】
　上記とろみ液８２と上記泡沫４１との混合比率は、３００ｃｃのとろみ液８２に対し、
泡沫４１を５００ｃｃとした。上記混合比率の粘性気泡液を複数回製造した後、製造した
各粘性気泡液を混合攪拌して均一化し、２００ｃｃずつの保管試料に分けて３００ｃｃの
加圧保管容器に入れて保管した。
【０１９１】
　保管試料には、加圧保管容器を、大気によりその内圧が０.３ＭＰａになるように加圧
した加圧保管試料３個と、加圧していない常圧保管試料１個とを製造した。
【０１９２】
　また、併せて、加圧保管容器を、その内圧が、ゲージ圧で０.１ＭＰａ、０.３ＭＰａ、
０.５ＭＰａになるように加圧した加圧保管試料を各１個ずつと、加圧していない常圧保
管試料１個とを製造した。
【０１９３】
　加圧保管試料の各物性は、製造直後、並びに、製造から７日間経過後および１４日間経
過後に、１試料ずつ加圧保管試料を開封して測定した。一方、常圧保管試料の各物性は、
同じ試料を、製造直後、並びに、製造から７日間経過後後および１４日間経過後後に測定
した。
【０１９４】
　また、加圧保管容器の内圧を変えた試料の各物性は、表４に示すように、製造直後、並
びに、製造から７日間経過後および１４日経過後に測定した。なお、試料の各物性の測定
項目および測定方法は、前記〔実施例〕と同じであり、前記〔実施例〕と同様にして、気
泡径、気泡の体積、気泡径分布、気泡のボイド率、１日当たりの気泡の消失率を測定した
。
【０１９５】
　（測定結果）
　図１４は、上記加圧保管容器に内圧を加えた場合と加えない場合とにおける、粘性気泡
液のボイド率の推移を示すグラフである。
【０１９６】



(21) JP WO2015/156359 A1 2015.10.15

10

20

30

40

50

　また、表３に、上記加圧保管容器に内圧を加えた場合と加えない場合とにおける、製造
直後、並びに、製造から７日間経過後および１４日経過後の粘性気泡液のボイド率を、１
４日間の保管期間における、１日当たりの気泡の消失率と併せて示す。
【０１９７】
【表３】

【０１９８】
　表３および図１４に示すように、粘性気泡液の製造直後のボイド率は５７.８％であっ
た。また、製造から７日間経過後のボイド率は、加圧保管試料で５５.５％、常圧保管試
料で２９.３％であった。また、製造から１４日経過後のボイド率は、加圧保管試料で３
６％、常圧保管試料で２３％であった。
【０１９９】
　また、前記〔実施例〕と同様にして、１日当たりの気泡の消失率を測定した。すなわち
、粘性気泡液のボイド率をＢ、消失率をλとすると、前記式（１）および式（２）の関係
が成立する。そこで、ｙ軸をボイド率Ｂ（すなわち、ｙ＝Ｂ）とし、ｘ軸を経過日数ｔ（
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すなわち、ｘ＝ｔ）として、図１４に示す実測値のプロットから、近似直線で（２）式を
求めると、加圧保管試料の場合、Ｂ０＝０．６１７１、λ＝０．０３４となる。また、常
圧保管試料の場合、Ｂ０＝０．５３７４、λ＝０．０６６となる。
【０２００】
　したがって、表３に示すように、１４日間の保管期間における、常圧保管試料の１日当
たりの気泡の消失率は、加圧保管試料で３.４％／日となり、常圧保管試料で６.６％／日
となる。
【０２０１】
　上記の結果から、粘性気泡液を常圧で保管した場合と比較して、加圧下で保管した方が
、粘性気泡液中の気泡を安定的に保存できることが判る。
【０２０２】
　また、加圧保管容器の内圧を変えた試料についても、前記〔実施例〕と同様にして、別
途、気泡径、気泡の体積、気泡径分布、気泡のボイド率を測定するとともに、気泡の消失
率として、加圧保管容器の内圧を変えた場合のボイド率の減少率を測定した。
【０２０３】
　図１５は、上記加圧保管容器の内圧を変化させた場合における、製造から７日間経過後
の粘性気泡液のボイド率の減少率を示すグラフである。
【０２０４】
　また、表４に、上記加圧保管容器の内圧を変化させた場合における、製造直後および製
造から７日間経過後の粘性気泡液のボイド率の推移を、製造から７日間経過後の粘性気泡
液のボイド率の減少率と併せて示す。
【０２０５】
【表４】

【０２０６】
　表４および図１５に示すように加圧保管容器の内圧を変えた場合、製造から７日間経過
後の加圧保管容器内の加圧保管試料のボイド率の減少率は、内圧０.１ＭＰａで１５.８％
（＝５７．８％－４２％）、０.３ＭＰａで２.８％（＝５７．８％－５５％）、０.５Ｍ
Ｐａで１.３％（＝５７．８％－５６．５％）であった。また、製造から７日間経過後の
常圧保管試料のボイド率の減少率は、２８.５％（＝５７．８％－２９．３％）であった
。
【０２０７】
　上記の結果から、粘性気泡液は、加圧保管容器の内圧が高いほどボイド率の減少率が低
く、加圧保管容器の内圧を、例えば０.５ＭＰａ以下、より好適には０．３ＭＰａ以下に
加圧して保管することで、常圧で保管する場合よりもボイド率の減少を低減することがで
きることが判る。
【０２０８】
　〔実施形態４〕
　本発明の他の実施形態について、図３の（ａ）～（ｃ）および図１６に基づいて説明す
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れば、以下の通りである。なお、以下では、説明の便宜上、実施形態１～３における構成
要素と同一の機能を有する構成要素には同一の符号を付し、その説明を省略する。
【０２０９】
　本実施形態では、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水の温度と粘性気泡液のボイド率と
の関係について、実験例を用いて具体的に説明する。
【０２１０】
　（水溶液８１の水温を変化させた場合の粘性気泡液のボイド率）
　なお、以下では、簡易的な実験として、前記〔実施例〕において、界面活性剤とゲル化
剤とを含む水溶液８１の温度を変化させて気泡を発生させることにより粘性気泡液を製造
する場合を例に挙げて説明する。しかしながら、上記温水として水溶液８１に代えて液体
４２を用いた場合でも同様の傾向の結果が得られることは、言うまでもない。
【０２１１】
　以下に、本実施形態にかかる粘性気泡液の製造方法について説明する。なお、上述した
ように、本実施形態でも、粘性気泡液は、前記〔実施例〕に記載の図３の（ａ）～（ｃ）
に示す製造方法に準じて製造した。
【０２１２】
　具体的には、まず、図３の（ａ）に示す工程で、電磁調理用鍋６２内の水を、電磁加熱
器６１で、約８５℃に昇温した。その後、上記電磁調理用鍋６２内の水（温水）を撹拌器
６４で撹拌しながら、界面活性剤としてのレシチン、および、ゲル化剤としての「ゲルア
ップＷＭ」を、それぞれ水に対し０．３重量％の割合で添加し、１０分間攪拌した。これ
により、上記レシチンおよび「ゲルアップＷＭ」を溶解させた水溶液８１を調製した。
【０２１３】
　次に、図３の（ｂ）に示すように、上記水溶液８１をビーカー６５に移し、温度を一定
に保ちながら、加圧装置に接続した気泡発生装置６９で気泡を発生させることにより、泡
沫４１を形成した。本実施形態では、ビーカー６５内の水溶液８１の温度を、それぞれ、
４５℃、５０℃、５５℃、６０℃、６５℃、７０℃、７５℃に保持した以外は、同様の操
作を行い、各温度で気泡を発生させた。そして、得られた各ビーカー６５内の水溶液８１
の液面上に集積した泡沫４１を、それぞれ、別のビーカー７１に回収した。
【０２１４】
　なお、本実施形態でも、気泡発生装置６９には「Ｆｏａｍｅｓｔ（フォーメスト）」（
登録商標）を使用した。また、加圧装置にはコンプレッサー６８を使用し、圧力は、０．
２ＭＰａとした。
【０２１５】
　次に、別のビーカー７２に入れた水を、電磁加熱器６１で約８５℃に保ち、増粘剤とし
て「とろみアップパーフェクト」を、水に対し１重量％の割合で添加して１０分間攪拌す
ることにより溶解させ、図３の（ｃ）に示すとろみ液８２を製造した。
【０２１６】
　その後、図３の（ｃ）に示すように、別々のビーカー７２に入れた各とろみ液８２と、
各ビーカー７１内に回収した、各温度で発生させた泡沫４１とをそれぞれ混合し、攪拌し
て、各泡沫４１を、各ビーカー７２内のとろみ液８２にそれぞれ分散させることで、各粘
性気泡液を製造した。なお、各とろみ液８２と各泡沫４１との混合比率は、３００ｃｃの
とろみ液８２に対し、泡沫４１を５００ｃｃとした。
【０２１７】
　そして、このようにして製造した、製造直後の各粘性気泡液の物性をそれぞれ測定した
。なお、試料の各物性の測定項目および測定方法は、前記〔実施例〕と同じであり、前記
〔実施例〕と同様にして、気泡径、気泡の体積、気泡径分布、気泡のボイド率を測定した
。
【０２１８】
　（測定結果）
　図１６および表５に、上記界面活性剤とゲル化剤とを含む水溶液８１の温度を変化させ
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ることにより得られた各粘性気泡液のボイド率を示す。
【０２１９】
【表５】

【０２２０】
　表５および図１６に示すように、上記界面活性剤とゲル化剤とを含む水溶液８１の温度
を４５℃、５０℃、５５℃、６０℃、６５℃、７０℃、７５℃と変化させた場合、得られ
た粘性気泡液のボイド率に変化が見られた。
【０２２１】
　すなわち、表５および図１６に示すように、ボイド率は、水溶液８１の保温温度を６０
℃として泡沫４１を製造したときがピークで、その前後の５０℃、５５℃、６５℃、７０
℃で泡沫４１を製造した場合、ボイド率が若干低下する。また、水溶液８１の保温温度が
４５℃および７５℃の場合には、水溶液８１の保温温度を６０℃とした場合と比較して、
ボイド率が極端に低下する傾向があった。
【０２２２】
　以上の結果から、泡沫４１を製造するときに、上記界面活性剤とゲル化剤とを含む水溶
液８１の温度を５０℃～７０℃の範囲内に維持して泡沫４１を製造すれば、上記温度を４
５℃あるいは７５℃に維持して製造した泡沫４１を用いて粘性気泡液を製造する場合と比
べてボイド率を各段に向上させることができることが判る。
【０２２３】
　〔実施形態５〕
　本発明のさらに他の実施形態について、図３の（ａ）～（ｃ）および図１７に基づいて
説明すれば、以下の通りである。なお、以下では、説明の便宜上、実施形態１～４におけ
る構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の符号を付し、その説明を省略する。
【０２２４】
　本実施形態では、上記粘性気泡液が機能性食品である場合について説明する。
【０２２５】
　（機能性食品）
　上記粘性気泡液を食品として使用する場合、前述したように、上記界面活性剤とゲル化
剤とを含む水溶液８１に導入される気体としては、人体に無害な気体が使用される。この
とき、上記気体として、例えば抗酸化作用等の機能を有する気体を使用することで、上記
粘性気泡液を、機能性食品として使用できる。上記機能性食品としては、例えば、気泡と
して水素ガスを含有する水素ガス含有食品が挙げられる。
【０２２６】
　以下、本実施形態では、上記気体として、水素ガスを用いた場合を例に挙げて説明する
。なお、本実施形態でも、粘性気泡液は、前記〔実施例〕に記載の図３の（ａ）～（ｃ）
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に示す製造方法に準じて製造した。
【０２２７】
　具体的には、まず、図３の（ａ）に示す工程で、電磁調理用鍋６２内の水を、電磁加熱
器６１で、約８５℃に昇温した。その後、上記電磁調理用鍋６２内の水（温水）を撹拌器
６４で撹拌しながら、界面活性剤としてのレシチン、および、ゲル化剤としての「ゲルア
ップＷＭ」を、それぞれ水に対し０．３重量％の割合で添加し、１０分間攪拌した。これ
により、上記レシチンおよび「ゲルアップＷＭ」を溶解させた水溶液８１を調製した。
【０２２８】
　次に、図３の（ｂ）に示すように、上記水溶液８１をビーカー６５に移し、温度を６５
℃で一定に保ちながら、加圧装置に接続した気泡発生装置６９で水素ガス含有気泡を発生
させることにより、水素ガスを含有する泡沫４１を形成した。
【０２２９】
　本実施形態では、水素ガスを使用するため、ビーカー６５の上部に蓋をし、排気ライン
を設置して、水素検出器にて水素ガスの漏れ状態を監視しながら実験を行った。
【０２３０】
　なお、気泡発生装置６９には、「Ｆｏａｍｅｓｔ（フォーメスト）」（登録商標）を使
用した。また、加圧装置にはコンプレッサー６８を使用し、圧力は、０．２ＭＰａとした
。ビーカー６５内の水溶液８１の液面上に集積した泡沫４１は、全て、図３の（ｃ）に示
す別のビーカー７１に回収した。
【０２３１】
　次に、別のビーカー７２に入れた水を、電磁加熱器６１で約８５℃に保ち、増粘剤とし
て「とろみアップパーフェクト」を、水に対し１重量％の割合で添加して１０分間攪拌す
ることにより溶解させ、図３の（ｃ）に示すとろみ液８２を製造した。
【０２３２】
　次に、図３の（ｃ）に示すように、上記とろみ液８２に上記泡沫４１を混合し、攪拌し
て上記泡沫４１を上記とろみ液８２に分散させることで、気泡として水素ガスを含有する
粘性気泡液を製造した。
【０２３３】
　上記とろみ液８２と上記泡沫４１との混合比率は、３００ｃｃのとろみ液８２に対し、
泡沫４１を５００ｃｃとした。
【０２３４】
　そして、このようにして製造した、製造直後、並びに、製造から７日間経過後の粘性気
泡液の物性を測定した。なお、試料の各物性の測定項目および測定方法は、前記〔実施例
〕と同じであり、前記〔実施例〕と同様にして、気泡径、気泡の体積、気泡径分布、気泡
のボイド率、１日当たりの気泡の消失率を測定した。
【０２３５】
　（測定結果）
　図１７および表６に、気泡として水素ガスを含有する粘性気泡液における、粘性気泡液
のボイド率の推移を示す。
【０２３６】
【表６】

【０２３７】
　表６および図１７に示すように、上記粘性気泡液のボイド率は、製造直後で４２.５％
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、製造７日後で２３.４％であった。
【０２３８】
　また、前記したように、粘性気泡液のボイド率をＢ、消失率をλとすると、前記式（１
）および式（２）の関係が成立することから、ｙ軸をボイド率Ｂ（すなわち、ｙ＝Ｂ）と
し、ｘ軸を経過日数ｔ（すなわち、ｘ＝ｔ）として、図１７に示す実測値のプロットから
、近似直線で（２）式を求めると、Ｂ０＝０．４２５、λ＝０．０８５となる。
【０２３９】
　したがって、上記粘性気泡液の１日当たりの気泡の消失率は、８．５％／日であり、粘
性気泡液は、水素ガス気泡を、高濃度で安定的に保存していた。
【０２４０】
　以上のように、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体として水素ガスが内包されて
いる泡沫４１が、増粘剤を含む水溶液である、とろみ液８２中に分散されている粘性気泡
液は、界面活性剤とゲル化剤とを含む水溶液８１に導入される気体を水素ガスにすること
で、気泡中に水素ガスを、長時間、高濃度の状態で維持できることが判った。
【０２４１】
　したがって、上記粘性気泡液は、機能性食品として使用可能であり、例えば、上記粘性
気泡液を飲用することで、高濃度水素ガスを含有した状態で上記粘性気泡液を体内に摂取
できる。高濃度水素ガスの状態で体内に摂取された水素分子（Ｈ２）は、肝臓ホルモン「
ＦＧＦ２１」を誘発して、エネルギー代謝を促進することによって、肥満と糖尿病とを改
善する。また、水素を体内に水素分子として取り入れることで、抗酸化作用が期待される
。水素は、抗酸化作用により、老化防止・動脈硬化・糖尿病・シミ・シワ・白内障等に効
能がある。
【０２４２】
　〔まとめ〕
　本発明の態様１にかかる粘性気泡液は、界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体が内
包されてなる泡沫４１が、増粘剤を含む水溶液からなる粘性液中（液体４３、とろみ液８
２）に気泡として分散されている。
【０２４３】
　上述したように、気泡は、例えば超音波の良い反射源であり、気泡寿命が長い気泡液の
開発が望まれている。しかしながら、気泡液中に気泡が存在する時間は、通常１分間以下
と極めて短く、瞬時といっても過言ではない。特許文献１でさえも、気泡の寿命を約５分
間～約１０分間しか延長できていない。
【０２４４】
　しかしながら、上記態様１の粘性気泡液は、気泡の消失速度が非常にゆっくりであり、
従来と比較して、格段に気泡の寿命を延長することができる。
【０２４５】
　特に、本発明の態様２にかかる粘性気泡液は、上記態様１において、上記気泡の消失速
度が、１０％／日以下である構成を有している。
【０２４６】
　また、本発明の態様３にかかる粘性気泡液は、上記態様１または２において、上記粘性
気泡液中の気泡のボイド率が５％以上（一例として、図１０に示す実験結果によれば、例
えば、５％以上、最大４２．８％）である構成を有している。
【０２４７】
　本発明の態様４にかかる粘性気泡液は、上記態様１～３の何れかにおいて、上記気泡の
直径が２ｍｍ以下である構成を有している。
【０２４８】
　したがって、本発明の態様１～４にかかる粘性気泡液は、例えば超音波造影剤として好
適に使用することができる。上記粘性気泡液を造影剤として用いることで、従来よりも取
り扱い性に格段に優れた造影剤を提供することができる。
【０２４９】



(27) JP WO2015/156359 A1 2015.10.15

10

20

30

40

50

　本発明の態様５にかかる粘性気泡液は、上記態様１～４の何れかにおいて、当該粘性気
泡液が機能性食品である構成を有している。
【０２５０】
　上記機能性食品としては、例えば、気泡として水素ガスを含有する水素ガス含有食品が
挙げられる。
【０２５１】
　すなわち、本発明の態様６にかかる粘性気泡液は、上記態様１～５の何れかにおいて、
上記気体が水素ガスである構成を有している。
【０２５２】
　上記界面活性剤とゲル化剤とを含む被膜に気体として水素ガスが内包されている泡沫４
１が、増粘剤を含む水溶液（液体４３、とろみ液８２）中に分散されている粘性気泡液は
、上記気体を水素ガスにすることで、上記気泡中に水素ガスを長時間、高濃度の状態で維
持できる。
【０２５３】
　したがって、上記粘性気泡液は、水素ガスを確実かつ安定して含有する機能性食品とし
て使用が可能である。水素は、抗酸化作用を有し、老化防止・動脈硬化・糖尿病・シミ・
シワ・白内障等に効能がある。
【０２５４】
　また、本発明の態様７にかかる粘性気泡液の製造方法は、界面活性剤とゲル化剤とを含
む温水（液体４２、水溶液８１）に気体を導入することで形成された泡沫４１を、増粘剤
を含む水溶液からなる粘性液（液体４３、とろみ液８２）中に気泡として分散させる方法
である。
【０２５５】
　また、本発明の態様８にかかる粘性気泡液の製造方法は、上記態様７において、上記界
面活性剤とゲル化剤との配合割合が１：１である方法である。
【０２５６】
　また、本発明の態様９にかかる粘性気泡液の製造方法は、上記態様７または８において
、上記泡沫の形成が、上記温水の温度を５０℃～７０℃の範囲内に維持した状態で上記温
水に上記気体を導入することにより行われる方法である。
【０２５７】
　さらに、本発明の態様１０にかかる粘性気泡液の製造装置（粘性気泡液製造装置１）は
、上記態様７または８の粘性気泡液の製造方法に用いられる粘性気泡液の製造装置であっ
て、界面活性剤とゲル化剤とを含む温水（液体４３、とろみ液８２）を入れる第１の容器
（例えば加熱・撹拌装置１１あるいは加熱装置５１）と、増粘剤を含む水溶液からなる粘
性液を入れる第２の容器（例えば加熱装置３１）と、上記第１の容器内の温水に気体を導
入する気体導入器（例えば多孔質式微細気泡発生器１３あるいは旋回流式微細気泡発生器
５３）と、上記第１の容器と上記第２の容器とを連結し、上記第１の容器内の温水に気体
を導入することで上記温水の液面上に形成される泡沫４１を上記第２の容器に移動させる
泡沫移動部（泡沫移動部２０）と、を備えている。
【０２５８】
　また、本発明の態様１１にかかる粘性気泡液の製造装置は、上記態様１０において、上
記第１の容器および第２の容器は密閉可能に設けられているとともに、上記第１の容器内
の圧力を制御する圧力制御機構（例えばコンプレッサー１２または水流ポンプ５２と、圧
力計１５と、リリーフバルブ１６とからなる圧力制御機構）を備えている。
【０２５９】
　また、本発明の態様１２にかかる粘性気泡液の製造装置は、上記態様１０または１１に
おいて、上記気体導入器が多孔質式微細気泡発生器（多孔質式微細気泡発生器１３）であ
る構成である。
【０２６０】
　また、本発明の態様１３にかかる粘性気泡液の製造装置は、上記態様１０または１１に
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おいて、上記気体導入器が旋回流式微細気泡発生器（旋回流式微細気泡発生器５３）であ
る構成である。
【０２６１】
　また、本発明の態様１４にかかる粘性気泡液の製造装置は、上記態様１０～１３の何れ
かにおいて、上記泡沫移動部が保温材（保温材２２）で保温されている構成である。
【０２６２】
　上記態様７～９にかかる粘性気泡液の製造方法並びに上記態様１０～１４の何れかにか
かる粘性気泡液の製造装置によれば、上述した、気泡を長時間に亘って保持できる粘性気
泡液を製造することができる。特に、上記態様９に示すように、上記温水の温度を５０℃
～７０℃の範囲内に維持して上記気体を導入することにより上記泡沫を形成する場合、上
記温水の温度を４５℃または７５℃に維持して上記気体を導入することにより上記泡沫を
形成する場合と比較して、ボイド率を向上させることができる。
【０２６３】
　また、本発明の態様１５にかかる粘性気泡液の保管方法は、上記態様１～６の何れかに
かかる粘性気泡液を加圧下で保管する方法である。
【０２６４】
　また、本発明の態様１６にかかる粘性気泡液の保管方法は、上記態様１５において、上
記粘性気泡液を保管する保管容器を、その内圧が、該保管容器を加圧しないときの加圧装
置のゲージ圧を０ＭＰａとすると、該加圧装置のゲージ圧で０．５ＭＰａ以下となるよう
に加圧して上記粘性気泡液を保管する方法である。
【０２６５】
　また、本発明の態様１７にかかる粘性気泡液の保管方法は、上記態様１６において、上
記粘性気泡液を保管する保管容器を、その内圧が、上記加圧装置のゲージ圧で０．３ＭＰ
ａ以下となるように加圧して上記粘性気泡液を保管する方法である。
【０２６６】
　上記態様１５～１７の何れかにかかる粘性気泡液の保管方法によれば、上記粘性気泡液
中の気泡を長時間に亘って保持できる。したがって、上記態様によれば、気泡を長時間安
定的に含有させて保管（保存）することができる粘性気泡液の保管方法の保管方法を提供
することができる。
【産業上の利用可能性】
【０２６７】
　本発明の粘性気泡液は、気泡の寿命が従来と比較して格段に長く、超音波検査における
造影剤や、機能性粘性水として、好適に利用することができる。また、本発明の粘性気泡
液の製造方法並びに製造装置は、上記造影剤や機能性粘性水の製造方法並びに製造装置と
して好適に用いることができるとともに、例えば食材の食感を変化させるための方法並び
に装置として用いることもできる。
【符号の説明】
【０２６８】
　１　　粘性気泡液製造装置
１０　　泡沫形成部
１１　　加熱・撹拌装置（第１の容器）
１１ａ　容器部
１１ｂ　蓋部
１２　　コンプレッサー（圧力制御機構）
１３　　多孔質式微細気泡発生器（気体導入器）
１４　　撹拌子
１５　　圧力計（圧力制御機構）
１６　　リリーフバルブ（圧力制御機構）
２０　　泡沫移動部
２１　　連結管
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２１ａ　開口部
２１ｂ　開口部
２２　　保温材
３０　　泡沫混合部
３１　　加熱装置（第２の容器）
３１ａ　容器部
３１ｂ　蓋部
３２　　撹拌機
４１　　泡沫
４２　　液体
４３　　液体
５１　　加熱装置（第１の容器）
５１ａ　容器部
５１ｂ　蓋部
５２　　水流ポンプ（圧力制御機構）
５３　　旋回流式微細気泡発生器（気体導入器）
５３ａ　吸気口
５３ｂ　吸液口
５３ｃ　排出口
６１　　電磁加熱器
６２　　電磁調理用鍋
６３　　温度計
６４　　撹拌器
６５　　ビーカー
６６　　撹拌子
６７　　スターラー
６８　　コンプレッサー
６９　　気泡発生装置
７１　　ビーカー
７２　　ビーカー
８１　　水溶液
９１　　回転台
９２　　シャーレ
９３　　サンプル
９４　　レーザー
９５　　カメラ
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